











































主たる債務者の委託を受けて保証をした場合において、過失なく債権者に弁済をすべき旨の裁判の言渡しを受け、又は に代わって弁済をし、その他自己の財産をもって債務を消滅させるべき行為をしたときは、その保証人 、主たる債務者に対し 求償権を有する。 」と規定されており、 「過失なく債権者に弁済をすべ 旨の裁判の言渡しを受け」 ときには、事前求償することができると解される。したがって、委託を受けた保証人は、以上の四つの場合に事前求償権を行使することが認められているこ になる。　
なお、現在（平成二八年一月時点）国会に上程されている「民法（債権関係）の改正に関する法律案」では、現


















































弁済がなされる以前の求償権では、根抵当権に基づく競売手続の中の配当手続において、配当を受けられないかどうかが争われた事案であるところ、 同判決は、 「民法四六〇条二号は主債務が弁済期に在るということだけで保証人の求償権の事前行使を可能としているのであって、所論のような場合を除外して解釈しなければならないという根拠はどこにも見当らない。従って、本件配当期日たる昭和三〇年一二月一三日以前である同年一一月二日に主債務の弁済期がすでに到来して たという原判示の場合において、被上告人の配当要求を適法とした原審の判断は正当である。 」と判示し、 求償権の行使につ て言及し、代位弁済をしていなくても保証人は配当を受け取ることができる旨を述べている。ただし、事前求償権と事後求償権との関係については明確に語っていない。　
しかし、前掲最判昭和六〇年二月一二日が 事前求償権と事後求償権のそれぞれの起算点が問題となった事案に




































時効中断の効力は、右仮差押の登記が抹消され 時まで続 たも というべく
、その後、Ｘが、昭和五二年八


































すなわち、 「本件仮差押えは、 本件信用保証委託契約による事前求償権を被保全債権 する仮差押命令であるとこ
ろ、本件求償権は、本件信用保証委託契約による 後 である。　
事前求償権は、自分が弁済その他の出捐行為をしてから求償したのでは保証人 解放が期待できない状況下で、














































































た場合を除いて）は免責行為後の償還請求 として 求償権の発生を規定するし、第四六〇条（前条 裁判言渡の場合を加えて）は免責行為前の前払請求権としての求償権の発生を規定する と理解すべきもので、債権 特定標準を発生要件に求める限り、厳密に言えば、両者は別個の 利と見るべきであろう。然し、翻って考えれば、この両者は究極の目的と社会的効用を同じくし、その異別性に着眼した しても何らの実益なく、むしろ制度の趣旨から両者の同一性ないし同質性が要求されてい
る
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。 」と述べており、上記一裁判例に影響を与えている。
　
思うに、前掲最判昭和六〇年二月一二日は、事後求償権 時効の起算点がいつになるのかを言うために事前求償
権と事後求償権が別個の権利である旨を説示したも であり、それが将来にわたって 続くものであるとまでは
事前求償権による仮差押えと事後求償権の時効中断707
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言っていない。そもそも事前求償権は、事後求償権を確保するために認められたものであり、事前求償権により仮差押えが認められた時効中断の効果は、事後求償権についてもその効果が及ぶと解しても何ら差し支えないものと思われる。
（１）
　
柴田保幸「判例解説」最高裁判所判例解説民事篇昭和六〇年度版三二頁以下。
（２）
　
高橋眞「求償権と代位の研究」五七頁以下、潮見佳男「債権総論Ⅱ（第三版） 」四九一頁以下など。
（３）
　
石井眞司「事前求償権と事後求償権は別個の権利か同一の権利か」判例タイムズ五八三号三一頁、石田喜久夫「判例批評」
昭和六〇年度重要判例解説（ジュリスト臨時増刊八六二号）六〇頁など。
（４）
　
林良平「事前求償権と事後求償権 金融法務事情一一四三号三〇頁など。
（５）
　
本判決の判例批評に、村田利喜弥「信用保証協会が事前求償権により仮差押えをしていた場合、事後求償権の消滅時効が中
断されるか」銀行法務二一
―
七八七号三〇頁、長秀之「事前求償権を被担保債権とする仮差押えは、事後求償権の消滅時効
をも中断する効力を有する」ＮＢＬ一〇五六号六九頁、下村信江「事前求償権を被担保債権とする仮差押えと事後求償権の消滅時効の中断」金融法務事情 〇二五号二九頁などがある。
　　　
なお、控訴審判例の判例批評に、拙稿 事前求償権による仮差押えは事後求償権の時効を中断できるか」 銀行実務二〇一四―
四月号七頁などがあ 。
（６）
　
倉田卓次「判例解説」最高裁 所判例解説民事篇昭和三四年度版一〇一頁。
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